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． はじめに

年代半ば、中国において、小売業における外資の参入が解禁されるようになり、それ

にともない、外資系小売業、特に日系小売業の参入がブームになった。しかし、日本経済の

バブル崩壊にともない、本社の経営不振によって、日系小売業による中国からの撤退が相次

いだ。残り数社の中で、イオンとイトーヨーカ堂の進出は目立っているが、事業展開のス

ピードが遅く、進出の規模とエリアも欧米系と東南アジア系ほど広くない。本稿は、外資系

小売業の進出に対する中国政府の政策の変遷、日系小売業による中国進出の状況、特にイオ

ンとイトーヨーカ堂の中国での事業展開及びその特徴を中心に考察する。両社の中国進出に

はどのような問題が存在するのか、その解決策は何かについて検証する。

以上の問題意識をもって、本稿ではまず、中国が外資系小売業に対する規制の変遷と日系

小売業の中国進出について、時期別に考察していく。それから、既存研究を踏まえて、中国

市場の特性と日系二社の進出特徴を比較する。そして、日系二社がいま直面している問題を

分析し、今後の発展方向について筆者なりの提言を行う。

これまで中国に進出する日系小売業に関する既存研究は少なくない。しかし、その多くは

日本サイドに立って、日本の本社による技術やノウハウの移転、そして、国際経営を行う上

で 現地化 と 標準化 の問題にどのように対処するかという問題意識によるものが多

かった。それらの既存研究に対して、本稿はより中国現地のサイドに立ち、中国市場の特性

（政策面と消費面）から日系二社による中国進出の問題点を考察、分析したい。

．はじめに

．中国政府による 漸進的 開放政策及び日系小売業の進出経緯

．中国市場の特性と日系大手二社の進出特徴

．日系二社の問題点
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外資系小売業の中国進出に関する一考察
─日系大手スーパーの事例を中心に─
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．中国政府政による 漸進的 開放政策及び日系小売業の進出経緯

年 年中国政府の政策と日系二社の進出

漸進的 開放政策と外資による 抜け穴 的な参入

年 年の間、中国では 計画配給システム が段階的に廃止され、外資流通業に

対する参入規制も徐々に緩和されていった。小売段階における外資参入規制は従来の 原則

禁止 から 漸進的開放 に変わった。部分的な開放から完全な自由化体制までの過程は

年に始まり、 年の 正式加盟を挟んで、 年頃まで続いた。 年、国務

院（日本の内閣と相当）は 商業小売分野の外資利用に関する通達 を出し、初めて小売業

の開放を認めた。当時外資小売業の進出地域は六つの開放都市（北京、上海、天津、広州、

大連、青島）と五つの経済特区（深 、珠海、汕頭、アモイ、海南）に限定され、 社

の合弁・合作会社を実験的に設立することが認められた。設立する際、地方政府が国務院に

届け出て、審査が必要であった。外国企業による小売業の全額出資、卸売業への進出と輸出

入代行は禁止されていた。

年、国務院は 全国第三次産業発展計画の基本指針についての通知 を発表した。卸

売業の規制は一部解禁され、特定の都市と地域において、外国企業と合弁する形で小売業や

物資供給企業（卸売業）を実験的に設立することが認められた。 年、中国政府は初めて

外資小売チェーンストアの展開を認可した。合弁パートナーは国際知名度や小売業管理経験

が豊富な企業に限られた。中国側は ％以上の出資が必要で、合弁期間は 年間を超えては

いけない。中国側の出資比率は 年に ％（中西部 ％）までに下げられた。 年、特

定地域の一部外資企業に対して、 ％の出資まで認めた。外資小売業の進出地域もすべての

省都、自治区首都、直轄市、計画単列市 ）、経済特区まで拡大された。

これらの政策の変化から、中国政府が慎重に開放を行っている姿勢が分かる。最初、外国

企業は特定地域で小売業に限定した進出が認められ、 年後に卸売業、さらに、チェーンス

トアの設立も認められるようになった。中国政府は、初期の段階において実験的な政策を出

し、外資企業数社だけを許可し、少しずつ緩めていく方法を採ったのである。

外資の参入方法は同時期に実施された流通開放政策と大きく関わる。 年 年の間

は合弁と合作の形しか認められなかった。この合弁・合作方式は 中央政府認可型 と 地

方政府認可型 に分かれていた。市場開放について、地方政府は中央政府より積極的であっ

た。 地方政府認可型 企業は、中央政府規制の 抜け穴 を利用し、中央政府の認可を得

ずに、地方政府の許可が下りやすい業種を利用して、違う名目での出店を達成した ）。

日系二社の進出

日系小売業は外資小売業の中国進出の先駆けである。 年と 年、イオンとイトー
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）計画的独立財政市。財政面で省政府を経由せずに中央政府と直接つながっている。現在、指定されてい
るのは深 、寧波、青島、大連、アモイの 都市。（ より。）
）例えば、 年伊勢丹は上海のホテル企業 華亭グループ と共同出資し、ホテルの商業施設の一部と
して 上海伊勢丹 号店 を出した。 上海伊勢丹 号店 は実際にホテルとかなり離れた上海の繁華街
に出店した。
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春

ヨーカ堂が中国に進出した。両社とも中国政府の出店資格を取得した。それにしても、出店

範囲は限られて、全国での出店はできなかった。この原因で、広い範囲内に出店するため、

両社は地方に別の名目で進出した。違う地域に進出する際に、違うパートナーと合弁会社を

出し、各地域ではブランド名さえ統一できなかった。パートナーは地元の情報がよく分かる

ので、最初の段階ではそれはメリットがあった。しかし、異なるパートナーと合弁を組むこ

とで、自社の戦略や特徴を統一することが難しかった。海外子会社は親会社と一致せず、子

会社の間もかなり差異が大きかった。

イオンは 年に中国大陸に進出した。中央政府と地方政府両方の認可を獲得し、合弁会

社を立ち上げた。最初、イオンは地域ごとに別のパートナーと合弁会社を設立する手法を

採っていた。店名も地域別に 吉之島 や 佳世客 を使う。中国が に加盟してか

ら、イオンは独資会社も設立するようになった。 年以降、店名を 永旺 に統一した。

年、広東ジャスコは広州市の繁華街に 号店（ 天河城広場店 ）を出した。この 号

店は地下鉄 号線の天河駅と結んで、そして約 本のバスがその付近に集まっている。中心

市街地の立地で売上高は順調に伸びた。 年から黒字化に転換した。広州での成功を収

め、広東ジャスコは東莞、珠海、中山、仏山など広東省の都市に事業を展開した。 年、

青島ジャスコ東泰は青島に 号店（東部店）を出した。これはイオンの中国における初めて

のショッピングセンターである。直営 の食品売場と衣料品、住宅関連百貨店はモール

の両端に設置された。その間の回廊に専門店とレストラン約 店舗から構成された。その土

地、建物、及び中核店舗は青島ジャスコ東泰が自社保有し、投資額は約 億元である。開業

当初、ショッピングモールを知る人は少なく、売上高は計画した目標を達成できなかった

が、様々な経営改善によって、 年目に黒字に転換した ）。青島ジャスコ東泰はほとんど

の中に自社の を設置する。山東省の違う都市に 店舗を出店する。開発予定

があるところは一番望ましく、将来性が期待できる。しかし、開発の遅れや計画どおりの来

店客がいなかったなどの原因で、苦戦している店舗もいくつある。

年、イトーヨーカ堂は中央政府の認可を得て、翌年北京に合弁会社の華糖ヨーカ堂を

設立した。一方、同年、四川省の成都政府の認可も獲得し、合弁会社の成都イトーヨーカ堂

を開業した。成都イトーヨーカ堂の 号店は 年 月に成都の中心市街地春 路に開店し

た。その半径 キロ以内に 万の住民がいる。当時、日本人経営者と従業員たちは中国に詳

しくなかったので、開店する前に、付近の住民の生活スタイルをよく調べた。 年目から、

同店は黒字に転換して、軌道に乗せることができた。 年、華糖ヨーカ堂の 号店は十里

堡に出した。そこは北京東三環路の外にある元国営繊維工場の跡地で、住民の収入は平均以

下である。商圏は予想より小さく、 年まで、来店客の約半分は半径 から、約 ％は

以内から来ている。また、約 ％の顧客は徒歩、自転車、バスで来店する ）。同店も

年目から黒字転換した ）。 年、 号店も順調に出した。その後、新店を相次いで開業し

た。

）矢作敏行（ ）、 ページより。
）矢作敏行（ ）、 ページより。
）矢作敏行（ ）、 ページより。



年以降中国政府の政策と日系二社の進出拡大

加盟後の政策変化

年 月、中国は世界貿易機構（ ）に正式加盟した。加盟の条件として、中国は

年以内、つまり 年 月まで、小売業と卸売業を全面に開放することを約束した。加盟

時から 年以内は、 都市に合弁小売業の設立が可能になる。書籍、新聞と雑誌の販売は許

可された。 年目から、開放された地域はすべての省都、重慶、寧波まで広がっていた。外

資側の出資比率は ％以上も許された。 年、以前限定された外資企業の進出地域、出資

比率、店舗数などは全部解禁された ）。そして、外資小売業に人気のある沿海部大都市から

一般都市まで事業を展開する傾向があった。中国が に加盟した以降、大都市で外資

小売業の展開はブームになった。イオンは深 と北京に独資企業を設立した。その後、多く

の地域に進出し、広東省、江蘇省、山東省、湖北省、北京市、天津市まで出店し、中国大陸

部に 店舗を持っている。イトーヨーカ堂も北京の華糖ヨーカ堂への出資比率を ％まで

上げた。

年、ジャスコストアーズ（香港）は深 現代友誼有限公司、深 中洲城市広場有限公

司と合弁会社深 吉之島現代友誼百貨有限公司（深 イオン）を設立した。ジャスコスト

アーズ（香港）の出資比率は ％である。 年、イオンストアーズ（香港）は深 に独資

子会社イオンチャイナを設立した。イオンチャイナは中国での店舗展開、物流、商品調達を

行う。そして、 年に仏山順徳購物中心店を開店した。 年、イオンストアーズ（香

港）は合弁パートナーの ％の株を買い戻し、深 イオンを独資企業に変えた。翌年、深

イオンがイオンチャイナを吸収合併し、イオン華南（永旺華南商業有限公司）と改称した。

年、北京に改めて投資会社イオンチャイナ（永旺（中国）投資有限公司）を設立した。

年、イオンの日本本社は北京に独資企業永旺商業有限会社（北京イオン、 ）、さ

らに、 年永旺梦楽城（中国）商業管理有限公司（イオンモール、 ）を設立した。

年、昌平区にイオン国際商城店（ ）を開店した。中国イオンのショッピングセン

ターの中核店舗はほとんどイオンの である。同店は北京中心市街地から離れたところ

に出店するため、駐車台数が 台を超える大型無料駐車場を持つ店舗を建てることがで

きた。元々郊外にある場所であるにもかかわらず、イオンモールの出店によって顧客を多く

誘致した。そして、 年北京地下鉄はその店舗の近くまで延伸された。同年、北京イオン

は市内の朝北大悦城に 店舗を出した。 年に、イオンモールは天津の郊外に大型

ショッピングセンターを開業した。それから天津に 店舗の を開店し、天津の小売業に

大きな影響を与えた。その後、イオンは蘇州と武漢にも進出した。今後、北京、天津、三河

（河北省）、蘇州、杭州、武漢、広州にさらに店舗を出す予定がある。

また、表 の示すように、 年から、イオンの子会社マックスバリュ西日本が中国の山

東省、マックスバリュ中部が江蘇省、マックスバリュ東海が広東省に現地法人を設立し、各

地に生鮮食品を中心に取り扱う中高級スーパー（中国名 美思佰楽 ）を立ち上げた。床面

大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）

）ただ、 店舗以上を持つ外資小売業が 以上の売場面積の店舗を新規出店する場合、中央政府の
認可が必要となる。 年、それに、卸売業には塩とタバコ、小売業にはタバコの取り扱いは禁止され
る。
）中村徹（ ）、 ページより。
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積はほとんど の小さい規模である ）。マックスバリュは中国にわずかな店舗

がある反面、評判はとても良いのである。そして、 年からコンビニエンスストアのミニ

ストップも青島に店を出した。 年時点で、 店舗まで拡大した。他に、イオンは専門店

社、サービス業 社、総合金融 社、商業物流 社など多くの業界に進出している ）。

イオンの中国における小売事業は、 年の売上高は 万元、純利益は 万

元、利益率は ％である。 年の売上高は 万元、純利益は 万元、利益率は

％である ）。

年、成都イトーヨーカ堂は中心市街地から少し離れた双楠エリアに 号店を出した。

近年、双楠店の売上高は日本の店舗を含めて、全イトーヨーカ堂のトップになった。 年

時点で、成都イトーヨーカ堂は 店舗を持っている。同社 年の売上高は 億円、北京

の華糖ヨーカ堂のほぼ倍である。

年頃から、華糖ヨーカ堂は苦戦に陥っている。北京に出店する小売業はたくさんあ

る。環境の変化、さらに地価と賃金の高騰の原因で、いくつかの店が利益を出せなくなっ

た。 年、華糖ヨーカ堂は不採算店舗を閉め始めた。五 松店、西直門店、望京店、北苑

店 店も相次いで閉めることになった。 年、華糖ヨーカ堂の不振について、経営者は競

争の激化によって価格競争に巻き込まれたと反省している ）。

また、華糖ヨーカ堂は 年、王府井ヨーカ堂の三里屯店を吸収した。この店はイトー

ヨーカ堂中国事業の最初のスーパーである。売場面積は ぐらいである。また、同店

の店名は 華堂食品館 で、生鮮食品を中心とする店舗である。店舗を改善するために、華

糖ヨーカ堂は今まで積んだ経験を活かして、見事に業績を吸収される前の倍以上に上げた。

）柴田弘捷（ ）、 ページより。
）中国連鎖経営協会（ ）。
）華糖ヨーカ堂のホームページ（ ）。

表 中国にあるイオンの店舗一覧

法人名 出店時期
合計

（ 年時点）

イオンストアーズ香港 年

広東イオン 年

青島イオン東泰 年

イオン華南 年

イオン華東 年

北京イオン 年

イオン湖北 年

マックスバリュ広州 年

マックスバリュ青島 年

マックスバリュ江蘇 年

イオンモール（中国） 年

中国事業計

出所 イオン より。



これから、 華堂食品館 という食品スーパーを中心に拡大していくと中国イトーヨーカ堂

の社長三枝富博氏が発表した ）。ちなみに、日本本社もこの 業態を逆輸入し、 年

月に、東京都中野区に の 食品館 を開店した。一般食品スーパーの食品が

割に対して、同店は 割である。今後、この業態がさらに広がっていくと見られる ）。

王府井ヨーカ堂は 年に、北京王府井百貨集団、イトーヨーカ堂、ヨークベニマル 社

が共同出資で成立したスーパー事業である。その出資比率は ％、 ％、 ％である。開業

当時は安心・安全な生鮮食品を中心に集める中高級スーパーを開くと決定した。同社は

年に 号店勁松店を出した。王府井ヨーカ堂はより品質、価格が高いものを取り扱うため、

値段は普通のスーパーより高く、 年前の北京の住民にはほとんど受け入れられなかった。

その後、朝陽公園南門店というショッピングセンターを出したが、周辺の開発は計画通りに

進まなかったことが原因で、 年足らずで閉店した。翌年に、蒲黄楡店もほぼ同じ理由で閉

店した。 年まで、王府井ヨーカ堂はすべての店舗を閉店した。その後、会社登録を抹消

した。イトーヨーカ堂の中国現地法人は日本本社と同じ経営方針で、個別店舗の採算性を重

視する。そのため、イトーヨーカ堂は急速な全国展開をしていなかった。代わりに、成都と

北京に徹底的なドミナント戦略を採っている。現時点でも、海外店舗は成都と北京にしかな

い。（表 ）

．中国市場の特性と日系大手二社の進出特徴

中国市場に存在するモザイク性

先行研究

日系小売業の中国進出について、様々な研究がある。川端基夫氏の観点によれば、中国市

場にはモザイク性がある。日系企業が中国を言えば、よく 億人の市場を思い出す。しか

し、これは現実ではなく、あくまでも 幻想 である。それは取引先が 小売業 と思い込

むこと、それから、巨大な 市場 、消費者の 所得 への幻想である。アジアの多くの国
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）同上サイト。
） 日経 年 月 日付け。

表 イトーヨーカ堂の中国事業の売上高（億円）

年度
成都

イトーヨーカ堂
華糖ヨーカ堂 王府井ヨーカ堂

出所 イトーヨーカドー 活動報告 、及び紅商網（
）に基づい

て筆者加筆作成。



外資系小売業の中国進出に関する一考察（于）

では、小売業は元々他の産業から参入して発展してきたものが多い。その中には、製造業や

不動産業が始めたものが多い。従来国営企業の商品を調達するための小売業は今も政府機関

と深い関係があるケースが多い。これらの企業は政府機関と不動産業者により便利な条件を

確保し、簡単に小売業に進出することができる。外資系小売業はよくこの種類の企業と合弁

する。そして、不動産業者はキャッシュフローを確保のために小売業に進出する例も多い。

また、中国大陸部の小売業の取引は香港小売業者に深く影響される。香港の小売業の競争は

激しく、スーパーはやむを得ず価格競争に巻き込まれる。普段の経営活動ではほとんど利益

を出せず、利益を出すために、製造者にリベートを徴収するケースが多い。大手スーパーで

は、リベートが 種類のケースもある。これらのスーパーはものを売る前に、もう一定の利

益を確保した。日本の場合は、メーカーから小売業に 種類ぐらいのリベートしかない。

そして、 巨大市場 も幻想である。つまり、 億人は カ所に集まっているわけではな

い。それから、 つの店舗の接客数も限られている。日本では の商圏は が

ある。車で来る顧客がほとんどである。その代わりに、中国の自動車普及率は低く、顧客の

大部分は近所の住民である。例えば、華糖ヨーカ堂の 号店の来店客の ％は徒歩、自転

車、バスで来る。しかも ％ ％の顧客は店の 以内、 ％ ％は 以内の住民で

ある。それ故、中国 億人と言っても、顧客になるのは近所の数キロに住んでいる人だけで

ある。

また、中国では地域と地域の好みは全く違う。一つの都市でもモザイクのような違いがあ

る。前述した華糖ヨーカ堂は北京の東部にある国営工場の跡地に立地している。そこは都心

より少し離れたが、道路の整備やバスの便は良かった。郊外に住む所得レベルが高い富裕層

の来店を期待し、より高級な商品を揃えた。しかし、来店客はほとんど周辺の平均所得以下

の人で、品揃えを徹底的に見直した。それに対して、 年同社の 号店は高い所得層が住

んでいる街にある。これらのマンションの住民に高級な商品を提供し、短期間で黒字転換し

た。

中国では都市と都市、地方と地方の格差はまるで別の国のように大きい。例えば、複数都

市に店舗を持っている伊勢丹は、大量仕入でバイイングパワーを期待した。しかし、都市間

で住民の身長、好み、買い物季節まで全然違い、規模の効果はほとんど出ない。食品は言う

までもなく、衣料品への嗜好も十人十色である。例えば、天津は背が高い人が多く、正月や

慶事向けの買い物の規模が大きい。上海の人の体格は小さいし、お正月に集中して買い物す

る傾向も弱い。この原因で、既存店で学んだ経験をそのまま他店に移転するのが難しい。

最後、所得と支出の関係は正比例ではない。購入理由としては、 必要性 、 ステイタス

性 、 ファッション性 、 エンタテイメント性 、 嗜好性・ホビー性 の順である。必要な

モノであれば、価格要素を考えずに購入する場合は多い。例えば、洗濯機、冷蔵庫は収入と

関わらず、この 年に増加している。携帯電話、パソコン、エアコンは最初は値段高かった

が、必要性、ステイタス性、そしてファッション性のため、 年以降から一気に普及し

た。それに対して、前述の 要素に入らないものは、ただ性能と値段に魅力があっても売れ

るわけではない。



日系小売業の地域性

消費者の購買行動に基づいて、商品の種類は最寄品、買回品、専門品の三種類に分けられ

ている。我々の生活に一番近く、簡単に入手できるモノはほとんど最寄品である。例えば、

食料品、日用雑貨、医薬品はこの種類に属している。そして、消費者は少し努力をかけて、

価格や品質にこだわるモノは買回品である。例としては、衣料品や家電製品である。他に、

消費者は努力と資金を惜しまず、気に入るブランドを限定し、また、需要と供給はきわめて

少ないのが専門品である。ホビーに関わるモノやブランド品はこれに当たる ）。

中国人だけではなく、アジア人は身近にある店で最寄品を買う傾向がある。その原因は、

最寄品は簡単に手に入る特性にあり、また、最寄品の値段は距離とほとんど関係がなく、し

かも新興国に自動車の普及率は高くなく、そして、昔から人々は市場（いちば）で買い物す

る習慣があることも挙げられる。この理由で、スーパーの商圏は限られている。例えば、ダ

イエーは天津にスーパーを展開していた。天津のスーパーの顧客はほとんど 以内の住民

である。しかも、自転車や徒歩で来店するのが多数である ）。

その代わりに、品物の価値が上がると、より有名な所で買い求める傾向が目立つ。この点

は日本人が東京などの大都市で買い物をするように、地域的な 付加価値 に訴求する傾向

が強い。言わば、大都市の記念品のように、そこに旅行した思い出を込めているモノを買い

求めている。つまり、買回品は同じ市内でも、中心市街地で購入したモノは地元の店舗で

買ったモノとは意味が違う。記念品ほど高い 付加価値 はないけど、郊外店より上品に見

える。これは日本に限らず、アジアの共通特性とも言える。 年代初期、タイのバンコクの

富裕層が郊外に移住した人が多かった。そして、都心部の百貨店は富裕層を狙うために郊外

に出店し、一度ブームになった。しかし、郊外店の来店客はほとんど店舗周りの低所得者で

ある。富裕層は時間をかけてでも、都心部の店へ行く ）。

この特性をうまく活用したのは成都イトーヨーカ堂である。イトーヨーカ堂は元々成都ま

で出店するつもりはなかったが、不動産業者の誘致によって、成都の中心市街地に大型店舗

の 号店を出した。この立地の原因、そして店舗のイメージが高級感を出しているため、成

都の富裕層がたくさん来ることになった。

日系二社の進出特徴

慎重な出店姿勢

イオンとイトーヨーカ堂の中国進出について、既存研究の代表として、矢作敏行氏の研究

が挙げられる。表 に示すように、アレキサンダー（ ）は小売業の国際化

を参入動機によって分類した。それは 土着的 （ ）、 受動的 （ ）、

能動的 （ ）、 発展的 （ ）という つのタイプである。

国内市場の成熟化が低く、国内市場に依存するのは 土着的 タイプである。中国の本土

系小売業はほとんどこのタイプに当たる。成熟していなかった国内市場に、規制や法律は厳

しくない。本土系小売業は国内での成長余地が十分ある。国内市場が未熟なままに、海外事
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業を積極的に展開するのは 能動的 タイプである。一方、成熟な国内市場に、政策が厳し

くなり、競争も激しくなる。この原因で 受動的 に海外進出する会社は多い。また、海外

事業が発達しているタイプは 発展的 タイプと言える。このタイプは単純な地理的に進出

範囲が広いとは限らず、海外に自分の未来をかけて、海外に関する資源配置や進出活動など

に積極的に戦略を立てることを示す。カルフール、ウォルマート、テスコなどはその代表例

である。その代わりに、日系小売業は典型的な 受動的 タイプで、 発展的 タイプへ転

換するのが今後の目標である。

海外進出の原因にはプッシュとプルの二通りがある。プッシュ要因には、小売市場の成熟

化、人口と市場の伸び難さ、競争の激しさのような国内市場の原因がある。また、政府によ

る出店規則の強化、税率の高さの要因、そして国際化の重要性に気づいて、他社への追随、

余剰資金を活かすための経営戦略要因などがある。それに対して、プル要因とは外国の市場

の成長、競争の未発達、規制の緩和などである。

イオンとイトーヨーカ堂が海外へ進出する理由はプル要因より、プッシュ要因のほうが強

かった。 年代に入ると、日本政府による小売業に対する規制が強化され、小売業は海外へ

移転し始めた。イオンもこの時期からマレーシア、タイ、香港に進出した。 年代に、両社

は中国にも進出した。この 受動的な国際化 の下で、外国への初期の出店は手探り状態で

あった。初期の 店舗は本社から資金を出し、以降の出店は現地法人が自己調達になっ

てしまう。そのため、海外子会社は短期間に成長できず、出店のスピードと出店の範囲は強

く制限される。

また、イオン本社は現地法人に対して長期的な投資プランはない。出店は本部によって審

査と管理を行うが、それに対して、業態戦略、売場作り、店舗の運営などはすべて現地に任

せる。問題解決のための支援チームさえ現地に送らない。現地子会社の間に、店舗運営につ

いての知識の交流はあるが、しかし、本部とほとんど繋がらず、海外法人は孤立的な存在で

ある。小売業の国際化を向上するために、本部の態度、プラン、本部と支店のコミュニケー

ションは必要である。

表 小売国際化のタイプ

出所 矢作敏行（ ）、 ページより。



日系小売業の 手探り の受動的な態度と対照になるのは、 発展的な国際化 の態度を

持つ欧米系小売業である。欧米系大手小売業は海外進出する経験が日系より豊富である。カ

ルフールは 年既にベルギーに出店した。ウォルマートとテスコは 年代から始まった

が、進出国はいずれも十数カ国以上がある。これらの会社は海外へ行くたびに、その国の小

売業のトップを狙う。例えば、テスコがアジア各国・地域へ進出する際、これから 年

間の計画と目標は公表データから確認できる。 年タイに出店し始め、 年間買収した現

地ハイパーマーケットを 倍に増やし、マーケット・リーダーになる計画を発表した。テス

コとカルフールの海外事業の収益は全体の半分以上占めている。ウォルマートは つの部分

（ウォルマート、サムズ・クラブ、海外、その他）から構成されている。その海外事業はサ

ムズ・クラブを抜いて、 番目収益の多い部分になった。しかし、イオンとイトーヨーカ堂

の海外事業の収益は本社の ％も満たない。両社ともまだ海外進出の余地が大きい。

ドミナント出店

日系小売業の特徴の一つは、徹底的なドミナント出店を行うことである。イオンとイトー

ヨーカ堂はドミナント出店方式を行っている。イトーヨーカ堂は北京と成都の 都市に絞っ

て出店する。イオンの各子会社はほとんど特定地域に出店する。ドミナント出店方式はかな

りのメリットがある。まず、この地域の住民、政府に知名度が高い。その地域に広告や宣伝

の費用も削減できる。規模が拡大するにつれ、市場シェアも高くなる。そして、管理上の優

位を持つことができる。また、サプライヤーとの交渉や物流などの面においてコストを下げ

ることもできる ）。

中国の国土面積は 万 である。その中に、 の省級レベルの行政区がある。マカオ、

香港のような小さい行政区から、新疆ウイグル自治区のような大きな自治区まである。地域

の間に、政策、サプライヤー、物流、住民の生活スタイルは完全に異なっている。小売業は

別のところに出店する際、他の国に進出するほど難しい。その反面、東部沿海地帯の省はほ

とんど数千万の人口を持っている。一つの省に徹底的なドミナント出店が成功すれば、かな

り多くの利益を出すことができる。

．日系二社の問題点

閉店の問題

日系自身の要因

中国に進出する日系小売業が営業不振、閉店の原因は、自身の原因と環境の原因二通りに

分けることができる。自身の原因として、一つ目には本社の原因が挙げられる。 年代百貨

店や はほとんど本社の経営不振によって撤退した。川端氏の研究によると、 年ま

で中国大陸部に もの日系小売店舗が閉店した ）。当時、中国の地価はまだ安く、競争環境
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も激しくなかった。閉店した 店舗の中、 店舗は日本本社側の事情によるものである。こ

の点は他のアジア国・地域の結果と全く違う。他の国・地域では、家賃高騰、販売不振、及

びパートナーとの関係は撤退の決定的な要因であった。

二つ目はオーバーラップである。中国が に加盟する前に、外資系企業は中国に進

出する際、本土企業と合弁子会社を設立するのが必須であった。その時に進出したイオン、

イトーヨーカ堂、カルフール、ウォルマートなど外資系小売業はすべてその通りに合弁会社

を出した。中国が に加盟してから、カルフールはいち早く合弁側から株を回収し、

中国カルフールを独資会社に変えた。しかし、日系の 社は元の合弁会社を保留し、別の独

資子会社を設立した。イトーヨーカ堂は自社が北京の華糖ヨーカ堂への出資比率を ％ま

で上げた。北京の王府井ヨーカ堂への出資比率を変えずに ％をキープした。この 社の合

弁会社ともに北京に出店し、オーバーラップの状況を引き起こした。結局、王府井ヨーカ堂

は経営不振のため、 年に三里屯店は華糖ヨーカ堂に吸収され、会社さえ抹消された。イ

オンの場合、最初ジャスコストアーズ（香港）は広東省広州市と深 市に 社の合弁会社を

作った。広東イオンは広東省（深 を除く）に出店する。深 イオンは出店を深 に限定し

た。 年、イオンストアーズ（香港）は深 に投資会社のイオンチャイナを設立し、広東

省の仏山市にショッピングモールを出店した。 年に、イオンストアーズ（香港）はパー

トナーの株を買い戻し、深 イオンを独資子会社に変えた。翌年、同社はイオンチャイナを

買収し、会社名をイオン華南と改称し、出店範囲は広東省まで拡大した。これで、広東省に

イオンストアーズ（香港）の合弁会社と独資会社が戦うことになる。

環境の要因

環境に関わる閉店要因として、一つ目は周辺開発の遅れが挙げられる。イオンは中国の各

地域にほとんどこの原因で閉店することを経験した。イオンの場合は、 号店はほとんど中

心市街地に出店した。 号店、 号店は郊外にある開発予定の地域に先行出店を行ってき

た。上海ジャスコの 号店、青島ジャスコ東泰の 号店、そしてイオン華南の 号店はすべ

て 年までに、地域開発の遅れが主因で閉店に追い込まれた。中国の地価が上昇するとと

もに、 と を中心市街地に出すのは困難となってきている。郊外へ行くと、商圏内

の人口は必然的に減ってくる。しかも、前述のように、中国の車の普及率はあまり高くな

く、住民たちは最寄品を近くの店から購入し、買回品を買う時は中心市街地に行く傾向が強

い。従って、商圏人口と現地の消費特性をよく把握しないと、出店が失敗する可能性はかな

り高いと言える。

二つ目の要因はコストの高騰である。 年から、北京のイオン大悦城店の百貨店部分と

イトーヨーカ堂の 店舗の閉店はこの原因によるものであった。近年、中国、特に大都市で

は、人件費、家賃、水道光熱費が高くなる一方である。 年、中国連鎖経営協会は平均営

業面積 万 （最低 、最大 ）の大型スーパー 店舗について調査した。結

果として、 年は 年より、人件費は ％上昇した。それから、家賃は ％、水道

光熱費は ％増えている。さらに、人件費はコストの ％を占めていることが分かっ

た。大都市においては、家賃の上昇も閉店の主因である。 年、広東イオンの 号店の家

賃は 元 から 元 に倍増した。広東イオンはそれを受け入れられず同店を閉め



た。 年、華糖ヨーカ堂 号店十里堡店周辺の住宅の価格は 当たり 万元で、

年の 倍になった ）。また、上海にあるテスコ鎮寧店の家賃は月 万元であった

が、 年に契約を更新する際、家賃は 万元に上がった。テスコはやむを得ず同店を閉

店した ）。

三つ目の要因は競争環境が厳しくなったことである。出店のコストは高くなる一方、ライ

バルの大型スーパーは数百メートル内に数軒が建っている。店舗と品揃えは他社と差別化で

きない限り、価格でしか勝負できない。華糖ヨーカ堂はその例である。北京の賃金と地価は

高騰しているにもかかわらず、周辺に競争者は相次いで店舗を出している。華糖ヨーカ堂は

やむを得ずに低価格で顧客を呼び込んだ。しかし、ヨーカ堂は改装や鮮度管理、安全管理な

どに注力しているため、固定費用はカルフールなどよりはるかに高い。価格競争に勝つこと

はできなかった。また、低価格を保つために、低価格商品を扱っているテナントを招いた。

結局、元々のイメージ作りとのずれを生じさせ、狙っていた中高所得者にアピールできなく

なったのである。

全体戦略の不在

年、中国政府は外資系小売業の進出に関する規制が緩和した。それから、日系を始

め、世界各国の小売業は中国に合弁会社や独資会社を設立した。その中で、大型スーパーの

展開はもっとも目立っている。スーパーセンターのウォルマートは全国に約 店舗を持っ

ている。ハイパーマーケットのカルフール、華潤、大潤発はそれぞれ 店舗以上を全国範

囲に出した。一方、日系は極めて慎重な出店を行ってきた。イオンは大陸部に 、

、 を合わせて 店舗がある。イトーヨーカ堂は 店舗しか持っていない。矢作氏の

研究によると ）、日系小売業の本社は発展的な国際化ではなく、海外進出の全般的な戦略を

立てていない理由で、海外に多く出店するのができなかった。しかし、近年、イオンの出店

ペースは速くなって、もっと広いエリアに進出する計画も出した。

イオンとイトーヨーカ堂、両社ともドミナント出店にこだわっている。ドミナント出店は

管理、物流、宣伝の面に資金を節約できるメリットがある。しかも、競争者は簡単にこのエ

リアに参入できない。しかし、この 年の間、中国における本土系と外資系の大手小売業者

の発展は非常に速く、新装開店と は日常茶飯事である。このトレンドの中で、

が地域限定に出店するのは穏やかなオプションであるが、しかし、他店との差別化ができな

い限り、結局は競争に巻き込まれる。

．おわりに（今後の発展方向に対する提言）

日系二社今後の発展方向

厳しい状況に直面している日系小売業にとって、現状を打開するための変更が必要であ
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る。まずは現地の市場に対するセグメンテーションとターゲティング戦略を再検討する必要

がある。つまり、ターゲットを中産階級に絞って、価格より品揃えとサービスで勝負する。

そのために、 業態を見直すことが必要である。 業態は 年前に 社が中国に持

ち込んだ。最初は中高所得層を狙って、進出地域の小売業に大きな影響を与えた。しかし、

この 年間、中国消費者の所得は伸び続けており、買回品にブランド志向が強くなってい

る。例えば、 の場合、衣料品の利益率が高いが、しかし、ブランド品より魅力が低

い。中国連鎖経営協会のデータから見ると、純利益率が ％を超える企業は専門店と百貨店

だけである。また、表 の示すように、 年、中国に百貨店で進出している平和堂の営業

利益率はイオンとイトーヨーカ堂を上回っている。つまり、地域のモザイク性を活用し、大

きな商業エリアに を出店し、それを補充する形で、狭い商圏に を限らず適切な

業態を選択するのがこれからの勝負の鍵である。

近年、中国の小売業はコンビニエンスストア（ ）とショッピングセンター（ ）両

方向へ拡張する傾向がある。 の面積は小さく、どこにでも出店できる。逆に、 は

百貨店を中心に、専門店をたくさん揃えて、集客力は大きい。外資系小売業の代表としての

ウォルマートやカルフールは を出店し始めた。日系の 社も （ 、ミニストッ

プ）と を増やしている。しかし、今大都市に の出店は多すぎて、商圏のオーバー

ラップ現象が発生し、競争も激しくなり、 の魅力もだんだん失っている。

この原因で、大型店舗は大都市から中小都市へと移っていくのが新たな方向である。ウォ

ルマートは四級都市で戦うプランを発表した。イオンモールも北京を避けて、天津市、江蘇

省、武漢市に出店した。イトーヨーカ堂は今後沿海都市から内陸部へ進出する計画を立て

た。しかし、川端氏の研究のように、都市と都市、地域と地域の間にモザイク性がある。大

都市と言っても、まだ隙間があるに違いない。また、中小都市でも、消費者のニーズは必ず

しも同じとは限らない。

中国では異なる地域の間に大きな格差がある。新たに別の省へ出店するよりは既存店舗付

近の二級都市から攻略するのが今後出店の方向の一つと考えられる。確かに、中小都市の購

買力は大都市より低い。しかし今、数十万人規模の都市は 年前の成都に比べて、可処分所

得は決して低くない。例えば、 年、成都の 北にある綿陽の は四川省内 番

目で、 人当たりの可処分所得は 元であった ）。ちなみに 年、中国都市部住民の

平均可処分所得は 元で、その中、成都の数字は 元である。綿陽の住民は成都の

）四川省人民政府（ ）。

表 主要総合スーパー（ ）の中国事業の収益状況

イオン セブン アイ 平和堂

売上高（百万円）

営業利益（百万円）

営業利益率（％）

店舗数

出所 矢作敏行（ ）、 ページより。



住民ほど裕福ではないが、ヨーカ堂でショッピングするぐらいの収入がある。しかも、中小

都市の賃金、地価はいずれも大都市より低く、出店コストや店舗運営コストの面ではかなり

魅力的だと言える。

つまり、大都市だけではなく、これまでに進出している省の下級都市を中心にドミナント

出店を行う。出店コストや人件費の面のメリットに加えて、元々その省の大都市で築いた知

名度を活かして、周辺の下級都市へと浸透していく戦略の方が宣伝費用も安く、ブランド力

も高いに違いない。さらに、物流などの面のメリットが大きいと言える。

本稿は中国に進出する日系小売業を中心に研究を行った。しかし、イオンは中国だけでは

なく、東南アジアにも進出している。マレーシアやタイでは、イオンは非常に高いパフォー

マンスを得ている。それらの国で大きな成功を収めている原因は何か。また、同社はベトナ

ム、カンボジアなどの国にも積極的に出店する計画がある。これらの国ではどのような進出

方法を採っているのか。それぞれの状況を踏まえて、国際比較の観点で今後研究を進めてい

きたい。

そして、中国に進出している日系以外の外資系小売業、カルフールやウォルマートの大手

企業以外、香港系と台湾系企業の進出が最近話題になっている。また近年、中国本土系の小

売業も凄まじいスピードで成長している。それらの企業はどのような戦略を持っているの

か。日系企業はこれらの競争相手と比べて、今後どのような戦略を採るべきなのかなど、筆

者にとってこれらの諸問題に対する分析、検証を今後の研究課題の一つとしたい。
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